
 

 
研究要旨 

 
Ａ．研究目的 
 新型コロナウイルス問題によって国際的な感染

症対応における課題が詳らかとなる中、改めてグ

ローバルなガバナンス・アーキテクチャの改革や

変容が取り沙汰されている。特に新型コロナウイ

ルス問題が大きな経済社会的インパクトをもたら

したこと、また途上国のみならず先進国も含む世

界的課題であったことによって、グローバルレベ

ルを含むガバナンスの体制改革や強化の必要性が

認識され、改革の試みや新たな対策が進展するこ

とになった。提案ベースの改革案や方向性の議

論、及び脅威への緊急時対応が先行した昨年度か

ら、本年度には枠組みの実装も見据えたより本格

的な議論が進むことになった。 
 一方、明確な脅威を前にして変革の必要性につ

いては合意が取られつつも、その内容や方向性、

また特に実行面に関しては様々な課題が指摘され

る。特に、①途上国を中心としたグループと先進

国を中心としたグループの主張・方向性の相違②

並行する取り組み相互の関係の不明確さ③先進国

自身の対応能力向上に関わる議論の相対的な欠如

などが課題として浮き彫りになった。本研究で

は、今後実装を見据えた具体的かつ詳細な議論が

展開することを前提に、これまでの改革の方向性

や提言について今一度整理し、その課題について

明らかにすることを目的とした。 
 
 
Ｂ．研究方法 

 
1 本テーマについて、2023 年 5 月 13・14 日実施

の行政学研究会で発表し、本章の一部を投稿原稿

「感染症対応における国際的なガバナンスの構造

 主に公開資料、特に各国政府から出されるプレス
リリースや国際機関の公的文書を中心に分析を行
い、補足的にエキスパートインタビューを実施した。 
 
（倫理面への配慮） 
実験は行っておらず、また人権への配慮を要する
研究手法をとっていないため、該当事項はない。 
 
Ｃ.D. 研究結果・考察 
 
（１） グローバル・ヘルスのガバナンス・アーキ

テクチャに関する議論一般の振り返り 
さて、グローバルヘルス・ガバナンスの文脈におい

て新たな国際的制度が構築されることになった背景に

は既存のメカニズムに対しその射程や機動性の面など

で課題認識が深まったことがあるが、その問題意識の

あり方や対応方法においては各国の意図や方法論の

相違が見て取れる1。 
具体的には、2020 年から 2021 年にかけて、新型コ

ロナウイルス対応における初期的な振り返りと今後の

国際的な改革を見据え、いくつかの機関が提言を作

成した。独立パネル(IPPPR)、国際保健規則(IHR)検
証委員会及び独立監視諮問委員会(IOAC)、G20 ハ

イレベルパネル(HILP)などがその代表的な例である。

これらの提案に、各国独自のイニシアチブが加わっ

て、特に初期の段階ではグローバルヘルスの体制改

革における複雑性が増すことになった(IPPPR, 2021; 
WHO, 2021a; WHO, 2021b; G20 High Level 
Independent Panel, 2021; 武見, 2021)。 
 改革提案自体は多岐にわたるが、当初の提案の方

向性としては大きく３つに分けられる。一つが、G20 ハ

と変容 
―新型コロナウイルスによる影響を踏まえて―」

より一部引用した。 

新型コロナウイルスが世界的な脅威であるとの認識が高まる中、国境を超える感染症への対応枠組みが

不十分であるとの認識が強まった。各国政府や各種団体はこの問題意識を受けて様々な改革案を提示し、
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イレベルパネルなどが提案した Global Health Threats 
Board (GHTB)と呼ばれる、かつての 2008 年金融危

機時に立ち上げられた金融安定化委員会を緩やかに

継承したモデルの提案である。GHTB は、保健分野と

金融分野の協力に基づき、パンデミックに対処するた

めの世界保健脅威基金(Global Health Threats Fund)
を設立し、WHO、世銀、IMF、WTO 及び関連団体と

協力しこれを運用することで年間 100 億米ドルの動員

とそのマネジメントを行うことを提案したものである。こ

の提案の背景には、ファイナンシングとの紐づけを強

化することによって政策の実効性を高め、また伝統的

な保健分野ではカバーされなかったより幅広いアクタ

ーの参入を促すべきであるとの意図がある。この考え

方に最も積極的であったのが米国であり、このことは米

国の G20 における主張や積極的なファンド設立への

動きからも見て取れる(G20, 2022)。 
 次に、新たな国際的法的枠組みの形成に関する議

論がある。こちらは、IHR の対象・射程が情報共有に

限られるなど、従来の国際的な法的枠組みがカバー

する範囲が新型コロナウイルスによって提示された問

題に比べ限定的であることを問題意識として提案され

た（いわゆる WHO CA+,ないし「パンデミック条約」）。

当初の提案には、同枠組みの機能として、リスクモニタ

リング、資金調達の改善、研究の調整、警報や情報共

有の効率化、医療へのアクセスの改善、医療システム

の強化、サプライチェーンの確保などの機能が組み込

まれた(European Council, 2020)。2020 年 4月に、EU
と WHO を中心に正式な提案がなされ(Moon & 
Kickbusch, 2021)、欧州理事会のミシェル議長は、

2020 年 12月 3日と 4日に国連総会特別総会におい

てビデオメッセージを通じて WHO の枠組みでのパン

デミックに関する国際条約を提案するなど、EU が主導

的な立場を取っている。 
 これとさらに別に、IPPPR は Global Health Threats 
Council (GHTC) なる、より政治的リーダーシップを重

んじた枠組みも提案している。提案では、政治的コミッ

トメントの維持や WHO により設定されたターゲットの

進捗のモニタリングに加え、ファンディングの割り当て

やそのモニタリングにも注力するとされた。構成員とし

ては Head of State Government、さらに国連総会から 2
人、G20 から１人の共同議長を想定し、地域代表(各
地域より 2人)、市民社会代表(3人)、プライベートセク

ター代表(3人)などもメンバーとして含まれ、18人のメ

ンバーと 3人の共同議長により構成される案を提示し

た(IPPPR, 2021)。また、2022 年 5月、WHO事務局長
は、Global Health Emergency Council（GHEC）の設立

を提案した。これらは「世界的なアーキテクチャのさら

なる分断につながりかねない並列構造として存在する

のではなく、WHO をはじめとする既存のガバナンスと

リンクさせ、整合させる」ことが目的とされた（WHO, 
2022a）。 
 これらの提案は技術的・中立的な意図や議論を中心

とするものだが、各国の思惑も見え隠れする。というの

も、これらの議論の背景には COVID-19 の脅威を受け

て新たなグローバルヘルス・ガバナンスの体制構築が

模索される中、ファイナンシングに限らず、その中心的

な舞台、及び調整のための実質的な権限をどこが有

することになるかに関する各国間・各機関間の綱引き

があるためである (武見, 2022c)。例えば、非常に初期

的な段階では、パンデミック条約に対して米国、中国、

ロシアは懐疑的な見方を示していた(Taylor, 2021)。米

国は新たなパンデミック条約よりも既存の IHR の改正

を優先すべきという立場を明確に取り(Blinken & 
Becerra, 2021)、逆に G20 の舞台では GHTB を設立

することを推した(Rigby, 2022)。これに対し、中国・ロシ

ア、特に中国は明確に反対の立場を取り、そのために

交渉が難航したこともあり(O’Neill, 2021)、GHTB を新

しいフォーマルなプロセスとして現段階で成立させるこ

とにはこだわらず、代わりにより緩やかな保健と金融の

連携体制構築のためのタスクフォースである G20財
務・保健合同タスクフォース(Health Financing Task 
Force)を樹立し、新たな基金(The Financial 
Intermediary Fund (FIF) for Pandemic Prevention, 
Preparedness and Response (PPR))の立ち上げが決ま

った (World Bank, 2022)。 
 これらの対応について、最終的には全ての試みを否

定せず、体制の変更はあるにせよ並行して実施すると

いう対応が取られている。一方で、いずれの新たな体

制についても、方向性やアプローチは異なるものの新

型コロナウイルスを受けた類似の問題関心を下敷きに

しているところ、背景の政治的なコンテクストと相まって

機能の重複やマネジメントの不足の可能性が存在して

いる。これらの文脈を背景として、例えば WHO と世銀

は、既存のグローバルヘルス体制に関するギャップ分

析を共同で行い、さらに必要とされる主要なメカニズム

を明確にするための試みを行った。WHO と世銀により

共同で提出されたホワイトペーパー「パンデミック・プリ

ペアドネスと対応のアーキテクチャ、資金ニーズ、ギャ

ップ、およびメカニズムの分析」では、G20財務・保健

合同タスクフォースと共同で、現在のグローバルヘル

スの資金調達ニーズとギャップを広範囲に取り上げ、

分析している。この連携体制は、保健と金融の専門知

識を相互に動員することで、テクニカルな分野を通じ

たグローバルヘルス・ガバナンスの全体像の把握と機

関間の運用協力を実施するためのステップとして位置

づけることができる(WHO & World Bank, 2022; 
Hiroshima G7 Global Health Task Force, 2023; 
Hiroshima G7 Global Health Task Force Executive 
Committee on Global Health and Human Security, 
2023; Ministry of Finance, Japan, 2022)。 
 
（２） IHRとWHO CA+―射程と議論 
さて現在最も中核的に議論が進む点としてIHRの
改正とWHO CA+（「パンデミック条約」）の導入
があげられる。 
 
既述の通り、WHO CA+はもともとIHRが主眼とし
てカバーする国際的な感染症に関する情報収集以



外の分野、特にサプライチェーンマネジメントやワ
ンヘルスなどの課題にアプローチすることを念頭
に導入が議論された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一方、これらの実質的な棲み分けについては導入

議論当初から慎重な意見も相次いでいた。特に

 
2 この点について、Gian Luca Burci, Suerie 
Moon, Daniela Morich, Adam Strobeyko & 
Seyed-Moeen Hosseinalipour (2023) “Governing 

WHO CA+が幅広い射程を意識したものであった

ことで、対象が WHO の権限内に留まるものにな

るか、ならない場合は適切な連携が可能なのか、

疑問も呈されてきた。 
論理的には、2者の関係は以下のようなパターンが
想定された。 
 

(ア) IHRとWHO CA+のスコープは一部重複する。
重複した分野は、implementationやoperationに特
化することによってIHRとすみわけを図る。IH
Rへのreferenceを詳細に設定し、相互補完的な
役割を期待する 
 

(イ) IHRとWHO CA+のスコープは一部重複する。
重複した分野は、IHRでのプロセスを残しつつ
も、それぞれに実行される e.g.) PHEICメカ
ニズムを残しつつ、リスクアセスメントによる
評価とアラートを別に準備し、情報を共有する 

 
(ウ) IHRとWHO CA+のスコープに関わらず、WHO

 CA+を政治的なコミットメントを示すための
規範的な合意とする e.g.)条文自体は抽象的
なものに留め、IHRへのコミットメントを事実
上強化する 

 
最も蓋然性が高いのは（イ）または（ア）と思われ
たが、この関係を明確にするには、IHRとWHO CA
+がそもそもどのような関係にあるかについて合意
が形成されることが期待される。 
一方、現在この問題に対しては十分な合意形成が
図られているとは言えない状況にある。 
例えば、IHR改正にあたって、アフリカ諸国、バン
グラディッシュ、インド等はワクチンへの公平なア
クセス、製造能力の分散、技術移転、特許の制限、
国の能力に対する持続可能な資金調達の確保を主
張する。対して先進国（特にEU, ロシア, 米国）は
伝統的なIHRの射程に従い、情報共有のためのコン
プライアンスとアカウンタビリティの強化、遺伝子
配列データの共有の奨励、デジタル技術の活用など
を通じて、現在のアプローチの中でIHRを強化する
ことを期待している2。 
 
同分野の専門家であるBruci氏はインタビューに
対し、”IHRは本質的に、アウトブレイクの予防と管
理を調整し、WHOの役割を非政治化するための運
用手段である。公平性、援助、国際協力は重視され
ていない。”, ”グローバル・サウス諸国が提案した
修正案は、WHOがより政治的な役割を果たし、医療
技術の利用可能性における公平性を向上させるた
めに途上国に差配する、規制と取引の手段に変える
ものである”(Bruci et al., 2023)として、各国の射程
の相違に言及している。結局、IHRをどのように位
置づけ、どこまでを内容の射程に入れるのかによっ
て、WHO CA+との関係性についても異なった整理
が必要となるということである。 
この点は、例えば新たなfinancial mechanismの導入
有無に対する各国の姿勢からも見て取れる。アフリ
カ諸国やマレーシアは新たに支援のためのfinancial

Pandemics Snapshot”, Health Policy Watch も
参照 
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 mechanismsを導入することを検討しているが、現
在ほかの枠組みで検証されるfinancial mechanisms
との関係や、具体的なオペレーション、使途の具体
的な射程などに関しては提案レベルでも曖昧な部
分も多い。 
 
南北の意見の対立先鋭化の背景には、WHO CA+
については米国を始めどの程度の国が参加するか
不明であることがある。WHO CA+の形式について
は合意が取られていないが、枠組み条約となる選択
肢も有力である。これは、内容面や参加面での柔軟
性を確保する手段である一方で、国の方針に介入的
な内容を嫌う各国の不参加リスクを高める。途上国
としては支援を含む内容について先進国が「離脱」
することを防ぐためにも、IHRでより幅広い射程を
カバーするインセンティブが働いている。 
 
当初は分野によってパンデミック条約とIHRは射
程が分けられるはずであり、IHRは純粋にearly noti
ceと情報共有に関するオペレーショナルな内容に
留めるとともに、その内容について強化することが
期待されていたが、その内容は変化しつつあると見
ることができる。 
 
こういった方向に議論が展開すること自体には一
定の妥当性も認められる一方で、実務的にはいくつ
かのリスクを認識しなければならない。 
一つは、射程、参照先に関する問題である。同じ
インシデント・状況に関して、対象となる「条文」
が複数にわたる可能性。対象が明確であればもちろ
ん問題はない一方で、オペレーショナルには混乱が
生じる可能性は低くない。 
次に、IHR改正合意に関する課題もある。パンデミ
ック条約は枠組み条約にすることで柔軟な対応の
担保を期待していたところ、IHRに論争的な課題が
持ち込まれることにより合意形成が困難になる可
能性がある。 
最後に、IHRの機能に関するリスクがある。早期情
報共有の枠組み強化というCOVID-19後に最も課題
となった状況について、特にオペレーショナルな対
応を詰める必要があるが、論点の散逸によってこの
問題にかけられる時間が限定される可能性がある。 
 
特に深刻なのは３つ目の論点である。米国が当初

WHO CA+に慎重な姿勢を示していたことの最大
の理由の一つは、新型コロナウイルス対応でつきつ
けられた情報共有における課題に対し論点が散逸
するリスクである。 
 
感染症情報の早期取得・検知に関しては歴史的に
国家の主権や動機付けとの関係で大きな問題が生
じてきた。これらは19世紀、初期的に国際的な保健
分野の情報共有が行われるようになった頃から問
題意識として共有され、さらに1990年代、新興・再
興感染症の危機が詳らかになる中、経済的な打撃、
特に貿易や観光への影響への懸念から国際的な情
報共有が遅れる事態が相次いだ(Cash & Narasimha
n, 2000)。これらの文脈を前提とし、特に2004年の
SARSで中国からの国際的な情報共有が遅滞したと
の認識のもと、情報網の国家にとらわれない非政府

 
3 本セクションについて、問題意識が共通するこ

とから武見（2023）を一部引用している 

組織やプライベートアクターを含めたネットワー
ク化や、感染症発生時の迅速な情報共有について定
めた国際保健規則(International Health Regulations: 
IHR)の改正などが行われた(武見, 2020a; 武見, 202
0b)。2000年代前半に起こったこうした枠組みの変
化は従来の国家中心的と言われた体制の変容にお
いて重要な役割を演じ、1990年代から言及されてき
たいわゆる“インターナショナル(国際的な/国家間
の)ヘルス”から、より幅広いアクターを前提に世界
的な枠組みを志向する“グローバルヘルス”への転
換を決定的にしたと見ることができる。一方で、感
染症自体への先進各国の危機感が、新型コロナウイ
ルスで見られたように公衆衛生上の関心を超えて
高まるという契機にまでは至らず、予算不足とも相
まって特に感染症危機に即応性の高い能力が得ら
れたとは言い難い状況にあった(Ibid.) 
新型コロナウイルス発生直後の中国の対応への評
価については意見が分かれているが、いくつかのレ
ポートは発生直後の中国からの国際的な情報共有
が不十分であったのではないかと指摘する (Togoh,
 2020; Page et al., 2021) 。さらにより一般的にも
COVID-19 について、脅威への対応の遅れや対応決
定までの躊躇などが見られたことがしばしば指摘
され、その対応においてサーベイランス機能の強化
と早期の国際的なアラートシステム導入の双方の
不足がその背景にあったとされる(IPPPR, 2021)。 
これらの状況を鑑みても、迅速なサーベイランス

及び情報共有は全ての感染症対応の基礎であり、特
に感染性の高い感染症において対応の遅れが被害
の大きさの大きな相違をもたらすことが指摘され
た(米国の対応について、例えばBalogun, 2020)。ま
た、迅速な情報(及び検体)の共有は適時の医薬品開
発のためにも欠かすことができない(Bill & Melind
a Gates Foundation, n.d.)3。 
この情報共有に関する強い課題意識に対し網羅的
なアプローチを行うためには、IHR自体の強化、及
びコンプライアンス強化を実施する必要がある。こ
の観点から、IHRの射程を限定的にすることには一
定の妥当性がある。例えば具体的には、IHRの射程
は基本的には情報共有関連にとどめ、44条など支援
に関する条文もそれに関連する射程に絞るべきと
も見ることができる。 
 
（３） もう一つの視点―先進国も含めた感染症対

応強化に国際的な枠組みは貢献しうるか 
 新たな法的枠組みやIHR改正論議、また新たなフ
ァンド設立に関する議論が進む中、一点留意したい
のが先進国も含めた感染症対応強化に関する論点
である。特に現在WHO CA+やIHR改正論議に時間
が割かれ、途上国が支援やそれに類する枠組みの重
要性を指摘する中、これらに関するディスカッショ
ンに多くの時間が割かれている。一方、新型コロナ
ウイルスの脅威の特徴は、途上国のみならず先進国
でも非常に大きな被害をもたらしたことである。こ
れらは、単に感染症対応枠組みの課題をつきつけた
だけではなく、長期的なヘルスアクセスの不平等な
ど、先進国が相対的には克服してきたとされる課題
も含まれている。新型コロナウイルスの脅威が差し
迫ったものからアフター・コロナを見据えたものと
なる中、より世界的に論争的なテーマについて時間

 
 



が割かれることで、新型コロナウイルスの直後に意
識されていた先進国の課題を含む幅広い論点が散
逸するリスクは十分に意識されなければならない。 
 例えば、IHR-Joint External Evaluationも含む多く
の既存の指標は、先進国の感染症対応能力を評価す
るのには必ずしも適していない。IHR State Party S
elf-Assessment Annual Reportも同様に、世界的なカ
バレッジを前提にある程度客観的な指標として導
入可能であるように工夫がなされている。今般の危
機において関連性が指摘されるようになった平時
の対応との結びつきやUniversal Health Coverage 
との関係についても、UHC-SCI (Service Coverage 
Index)など多くの指標が基本的なワクチン接種率を
重要指標として導入するなど、途上国における課題
を色濃く反映している。 
 現在導入論議が進む新たな指標やレビューメカ
ニズム(Universal Health Periodic Reviewを含む)の
導入にあたっては、あるいはWHO CA+やIHRの新
たな指標導入にあたっては、単純比較できない定性
的な比較も含め、より柔軟に先進国が対応及び学習
可能な体系を含めることが、次のパンデミックを見
据えた対策として重要である。 
 
Ｅ．結論 
 新型コロナウイルスの脅威認識の共有によって、
長い期間にわたった感染症対応に対する低い動機
付けは終わりを告げ、各国がグローバルヘルス・ア
ーキテクチャの改善を見据えて動こうとしている。
一方、各国のインセンティブや思惑は国ごと、その
立ち位置ごとに異なっており、少なくとも優先順位
の面で今後も継続的に問題が生じる可能性がある。
議論のための議論や、より声が大きく論争的である
課題に時間を割かれる傾向があることを認識し、新
型コロナウイルス直後に指摘された問題意識に新
たなグローバルヘルス・アーキテクチャの構造が適
切に合致しているか、継続的な観察が必要である。 
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